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川嶋辰彦教授略歴ならびに著作目録

略　　　歴

1964年 東京大学経済学部卒業

1966年 同大学大学院経済学研究科修士課程修了

1966年 同大学教養学部助手等を経て

1971年 ペンシルバニア大学大学院博士課程修了

同年 Ph. D. in Regional Science取得

1972年 同大学ウォートンスクール大学院地域科学部専任講師

1973年 学習院大学経済学部助教授

1976年～2011年 学習院大学経済学部教授

1977年～1979年 国際応用システム分析研究機構（IIASA,所在地オーストリア）

 主任研究員（長期研修）

その他

1994年４月～1995年３月 :応用地域学会（ARSC）会長

1997年～2011年 :学習院海外協力研修プログラム（GONGOVA）責任者
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